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(57)【要約】
【課題】電極体を集電体から吊り下げる構成においても
、集電体が損傷するのを抑制することができる蓄電素子
を提供する。
【解決手段】正極端子２００と、電極体と、正極端子２
００及び電極体を電気的に接続する正極集電体１４０と
、当該電極体及び正極集電体１４０を収容する容器１０
０とを備える蓄電素子１０であって、正極集電体１４０
は、正極端子２００に接続される端子接続部と、電極体
に接続される電極体接続部とを有し、蓄電素子１０は、
さらに、正極集電体１４０の電極体接続部の側方に配置
されるスペーサ４００を備え、スペーサ４００は、正極
集電体１４０の電極体接続部の長手方向において正極集
電体１４０の一部と当接することで、正極集電体１４０
の当該長手方向への移動を規制する規制部を有する。
【選択図】図１０
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電極端子と、電極体と、前記電極端子及び前記電極体を電気的に接続する集電体と、前
記電極体及び前記集電体を収容する容器とを備える蓄電素子であって、
　前記集電体は、前記電極端子に接続される端子接続部と、前記電極体に接続される電極
体接続部とを有し、
　前記蓄電素子は、さらに、前記集電体の前記電極体接続部の側方に配置されるスペーサ
を備え、
　前記スペーサは、前記集電体の前記電極体接続部の長手方向において前記集電体の一部
と当接することで、前記集電体の前記長手方向への移動を規制する規制部を有する
　蓄電素子。
【請求項２】
　前記蓄電素子は、複数の前記電極体を備え、
　前記規制部は、前記電極体に向けて突出して形成され、前記集電体の一部と当接するこ
とで前記集電体の前記長手方向への移動を規制する第一規制部分を有し、
　前記第一規制部分は、前記複数の前記電極体のうちの隣り合う２つの前記電極体の間に
配置される
　請求項１に記載の蓄電素子。
【請求項３】
　前記集電体は、複数の前記電極体接続部と、それらのうちの隣り合う２つの電極体接続
部を連結する連結部とを有し、
　前記スペーサの前記第一規制部分は、前記集電体の前記連結部と当接することで、前記
集電体の前記第二方向への移動を規制する
　請求項２に記載の蓄電素子。
【請求項４】
　前記第一規制部分は、前記連結部の前記電極体側に配置される第一突起部を有する
　請求項３に記載の蓄電素子。
【請求項５】
　前記規制部は、前記電極体に向けて突出して形成され、前記集電体の前記電極体接続部
の先端部と当接することで前記集電体の前記長手方向への移動を規制する第二規制部分を
有する
　請求項１～４のいずれか１項に記載の蓄電素子。
【請求項６】
　前記電極体接続部の先端部が、前記電極体から離れる方向に曲がっている
　請求項５に記載の蓄電素子。
【請求項７】
　前記スペーサは、前記長手方向において、前記容器の底面部に直接または間接的に当接
している
　請求項１～６のいずれか１項に記載の蓄電素子。
【請求項８】
　前記蓄電素子は、前記電極体を介して対向する２つの前記スペーサを備えており、
　前記２つのスペーサは、前記容器の底面部側で連結されている
　請求項１～７のいずれか１項に記載の蓄電素子。
【請求項９】
　前記蓄電素子は、さらに、前記容器に固定された固定部材を備え、
　前記スペーサ及び前記固定部材の少なくとも一方は、他方と係合することで前記容器の
内方への前記スペーサの移動を規制する第二突起部を有する
　請求項１～８のいずれか１項に記載の蓄電素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、電極端子と、電極体と、電極端子及び電極体を電気的に接続する集電体とを
備える蓄電素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　世界的な環境問題への取り組みとして、ガソリン自動車から電気自動車への転換が重要
になってきている。このため、リチウムイオン二次電池などの蓄電素子を動力源に用いた
電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド電気自動車（ＰＨＥＶ）、ハイブリッド電
気自動車（ＨＥＶ）などの開発が進められている。そして、このような蓄電素子において
は、一般的に、正極と負極とを有する電極体と、電極端子と、電極体及び電極端子を電気
的に接続する集電体とを備えている。
【０００３】
　ここで、従来、電極体を集電体に接合して、当該電極体を集電体から吊り下げることで
保持する蓄電素子が提案されている（例えば、特許文献１参照）。この蓄電素子において
は、１つの集電体から垂れ下がった複数の足のそれぞれを複数の電極体のそれぞれに接合
して、それぞれの電極体を集電体から吊り下げることで、それぞれの電極体を保持してい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－０７７５４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、電極体を集電体から吊り下げる構成の上記従来の蓄電素子では、振動や
衝撃に弱いという問題がある。
【０００６】
　つまり、上記従来の蓄電素子においては、集電体に電極体が吊り下げられているため、
振動や衝突時の衝撃などによって集電体に過大な負荷がかかると、集電体が変形したり、
あるいは、集電体と電極体との接合部分において損傷が生じる虞がある。
【０００７】
　本発明は、上記問題を解決するためになされたものであり、電極体を集電体から吊り下
げる構成において、耐振動性または耐衝撃性を向上させることができる蓄電素子を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するために、本発明の一態様に係る蓄電素子は、電極端子と、電極体と
、前記電極端子及び前記電極体を電気的に接続する集電体と、前記電極体及び前記集電体
を収容する容器とを備える蓄電素子であって、前記集電体は、前記電極端子に接続される
端子接続部と、前記電極体に接続される電極体接続部とを有し、前記蓄電素子は、さらに
、前記集電体の前記電極体接続部の側方に配置されるスペーサを備え、前記スペーサは、
前記集電体の前記電極体接続部の長手方向において前記集電体の一部と当接することで、
前記集電体の前記長手方向への移動を規制する規制部を有する。
【０００９】
　これによれば、蓄電素子は、集電体の一部と当接することで集電体の移動を規制するス
ペーサを備えているため、集電体が振動や衝突時の衝撃などによって揺れるのを、当該ス
ペーサが抑制する。これにより、当該蓄電素子によれば、電極体を集電体から吊り下げる
構成において、当該スペーサが集電体の揺れを抑えることができるため、集電体が変形し
たり損傷したりするのを抑制し、耐振動性または耐衝撃性を向上させることができる。
【００１０】
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　また、前記蓄電素子は、複数の前記電極体を備え、前記規制部は、前記電極体に向けて
突出して形成され、前記集電体の一部と当接することで前記集電体の前記長手方向への移
動を規制する第一規制部分を有し、前記第一規制部分は、前記複数の前記電極体のうちの
隣り合う２つの前記電極体の間に配置されることにしてもよい。
【００１１】
　これによれば、スペーサが有する、集電体の移動を規制するための第一規制部分は、電
極体に向けて突出して形成されているため、第一規制部分によってスペーサの強度を補強
することができる。このため、当該第一規制部分によってスペーサの強度を補強しつつ集
電体の揺れを抑えることができるため、変形や損傷を抑制し、耐振動性または耐衝撃性を
向上させることができる。
【００１２】
　また、スペーサの第一規制部分は、隣り合う２つの電極体の間に配置されるように構成
されているため、当該第一規制部分を当該２つの電極体の間に配置することで、スペーサ
を電極体に対して位置決めすることができる。
【００１３】
　また、前記集電体は、複数の前記電極体接続部と、それらのうちの隣り合う２つの電極
体接続部を連結する連結部とを有し、前記スペーサの前記第一規制部分は、前記集電体の
前記連結部と当接することで、前記集電体の前記第二方向への移動を規制することにして
もよい。
【００１４】
　これによれば、スペーサは、第一規制部分において、集電体の隣り合う２つの電極体接
続部を連結する連結部と当接することで、集電体の移動を規制することができる。このた
め、スペーサと集電体の一部とを簡易に当接させることができるため、簡易な構成で、変
形や損傷を抑制し、耐振動性または耐衝撃性を向上させることができる。
【００１５】
　また、前記第一規制部分は、前記連結部の前記電極体側に配置される第一突起部を有す
ることにしてもよい。
【００１６】
　これによれば、第一規制部分は、連結部の電極体側に第一突起部を有しているため、連
結部が電極体側に移動するのを規制することができる。このため、第一突起部によって、
集電体が電極体側に移動するのを規制することができる。
【００１７】
　また、前記規制部は、前記電極体に向けて突出して形成され、前記集電体の前記電極体
接続部の先端部と当接することで前記集電体の前記長手方向への移動を規制する第二規制
部分を有することにしてもよい。
【００１８】
　これによれば、スペーサは、電極体に向けて突出して形成され、集電体の移動を規制す
る第二規制部分を有しているため、当該第二規制部分によってスペーサの強度を補強しつ
つ集電体の揺れを抑えることができる。
【００１９】
　また、前記電極体接続部の先端部が、前記電極体から離れる方向に曲がっていることに
してもよい。
【００２０】
　これによれば、集電体の電極体接続部の先端部は、電極体から離れる方向に曲がって形
成されているため、当該先端部を容易にスペーサの第二規制部分に当接させることができ
る。このため、簡易な構成で、変形や損傷を抑制し、耐振動性または耐衝撃性を向上させ
ることができる。
【００２１】
　また、前記スペーサは、前記長手方向において、前記容器の底面部に直接または間接的
に当接していることにしてもよい。



(5) JP 2015-156366 A 2015.8.27

10

20

30

40

50

【００２２】
　これによれば、スペーサの一端部が容器の底面部に直接または間接的に当接しているた
め、スペーサが容器内で揺れるのを抑制することができる。そして、容器に対するスペー
サの移動が規制されれば、容器に対する集電体の移動も規制されるため、集電体が容器内
で揺れるのを抑制することができる。
【００２３】
　また、前記蓄電素子は、前記電極体を介して対向する２つの前記スペーサを備えており
、前記２つのスペーサは、前記容器の底面部側で連結されていることにしてもよい。
【００２４】
　これによれば、電極体を介して対向する２つのスペーサが、容器の底面部側で連結され
ているため、蓄電素子に外部から振動や衝撃が加わった際でも、耐振動性または耐衝撃性
を向上させることができる。
【００２５】
　また、前記蓄電素子は、さらに、前記容器に固定された固定部材を備え、前記スペーサ
及び前記固定部材の少なくとも一方は、他方と係合することで前記容器の内方への前記ス
ペーサの移動を規制する第二突起部を有することにしてもよい。
【００２６】
　これによれば、スペーサ及び固定部材の少なくとも一方が有する第二突起部によって、
容器の内方へのスペーサの移動を規制する。ここで、スペーサに対する集電体の移動が規
制されているため、容器に対するスペーサの移動が規制されれば、容器に対する集電体の
移動も規制される。このため、集電体の揺れを抑えることができ、変形や損傷を抑制し、
耐振動性または耐衝撃性を向上させることができる。
【００２７】
　なお、本発明は、このようなスペーサ、集電体または固定部材を備える蓄電素子として
実現することができるだけでなく、当該スペーサ、集電体または固定部材としても実現す
ることができる。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明における蓄電素子によれば、電極体を集電体から吊り下げる構成において、耐振
動性または耐衝撃性を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の実施の形態に係る蓄電素子の外観を模式的に示す斜視図である。
【図２】本発明の実施の形態に係る蓄電素子の容器本体を分離して蓄電素子が備える各構
成要素を示す斜視図である。
【図３】本発明の実施の形態に係る蓄電素子を分解した場合の各構成要素を示す分解斜視
図である。
【図４】本発明の実施の形態に係る正極集電体の構成を示す斜視図である。
【図５】本発明の実施の形態に係る正極集電体を正面から見た場合の正面図である。
【図６】本発明の実施の形態に係る正極集電体が第一電極体及び第二電極体に接続されて
いる構成を示す断面図である。
【図７】本発明の実施の形態に係る絶縁部材の構成を示す斜視図である。
【図８】本発明の実施の形態に係るスペーサの構成を示す斜視図である。
【図９Ａ】本発明の実施の形態に係るスペーサの第一規制部分の構成を拡大して示す斜視
図である。
【図９Ｂ】本発明の実施の形態に係るスペーサの第二規制部分の構成を拡大して示す斜視
図である。
【図１０】本発明の実施の形態に係る絶縁部材と正極集電体とスペーサとが配置された構
成を示す斜視図である。
【図１１Ａ】本発明の実施の形態に係るスペーサの第二突起部と絶縁部材の係合部と正極
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集電体との配置位置を拡大して示す断面図である。
【図１１Ｂ】本発明の実施の形態に係るスペーサの第一規制部分と正極集電体の連結部と
の配置位置を拡大して示す断面図である。
【図１２】本発明の実施の形態に係る第一電極体及び第二電極体と正極集電体とに、スペ
ーサが配置された構成を示す断面図である。
【図１３】本発明の実施の形態に係る絶縁部材と正極集電体及び負極集電体とスペーサと
を配置して、蓄電素子を製造する製造工程を示す図である。
【図１４】本発明の実施の形態に係る絶縁部材と正極集電体及び負極集電体とスペーサと
を配置して、蓄電素子を製造する製造工程を示す図である。
【図１５】本発明の実施の形態の変形例１に係る正極集電体を正面から見た場合の正面図
である。
【図１６】本発明の実施の形態の変形例２に係る正極集電体の構成を示す斜視図である。
【図１７】本発明の実施の形態の変形例２に係る正極集電体を正面から見た場合の正面図
である。
【図１８】本発明の実施の形態の変形例２に係る正極集電体が第一電極体及び第二電極体
に接続されている構成を示す断面図である。
【図１９】本発明の実施の形態の変形例３に係る正極集電体を正面から見た場合の正面図
である。
【図２０】本発明の実施の形態の変形例４に係る正極集電体の構成を示す斜視図である。
【図２１】本発明の実施の形態の変形例５に係る蓄電素子の構成を模式的に示す図である
。
【図２２】本発明の実施の形態の他の変形例に係るスペーサの構成を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、図面を参照しながら、本発明の実施の形態に係る蓄電素子について説明する。な
お、以下で説明する実施の形態は、いずれも包括的または具体的な例を示すものである。
以下の実施の形態で示される数値、形状、材料、構成要素、構成要素の配置位置及び接続
形態などは、一例であり、本発明を限定する主旨ではない。また、以下の実施の形態にお
ける構成要素のうち、最上位概念を示す独立請求項に記載されていない構成要素について
は、任意の構成要素として説明される。
【００３１】
　なお、以下の説明及び図面中において、蓄電素子の電極体の巻回軸方向をＸ軸方向（以
下、第一方向ともいう）と定義する。つまり、Ｘ軸方向（第一方向）は、集電体、側面ス
ペーサもしくは電極端子の並び方向、または、容器の短側面の対向方向として定義できる
。また、蓄電素子の上下方向をＺ軸方向（以下、第二方向ともいう）と定義する。つまり
、Ｚ軸方向（第二方向）は、集電体の足（後述の電極体接続部）が延びる方向、または、
容器の短側面の長手方向として定義できる。また、Ｘ軸方向及びＺ軸方向と交差する方向
をＹ軸方向と定義する。つまり、Ｙ軸方向は、容器の長側面の対向方向、容器の短側面の
短手方向、または、容器の厚さ方向として定義できる。
【００３２】
　（実施の形態）
　まず、蓄電素子１０の構成について、説明する。
【００３３】
　図１は、本発明の実施の形態に係る蓄電素子１０の外観を模式的に示す斜視図である。
図２は、本発明の実施の形態に係る蓄電素子１０の容器１００の容器本体１１１を分離し
て蓄電素子１０が備える各構成要素を示す斜視図である。図３は、本発明の実施の形態に
係る蓄電素子１０を分解した場合の各構成要素を示す分解斜視図である。なお、図３は、
容器１００の容器本体１１１及びスペーサ４００、５００を省略して図示している。
【００３４】
　蓄電素子１０は、電気を充電し、また、電気を放電することのできる二次電池であり、
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より具体的には、リチウムイオン二次電池などの非水電解質二次電池である。特に、蓄電
素子１０は、電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド電気自動車（ＰＨＥＶ）、ま
たはハイブリッド電気自動車（ＨＥＶ）に適用される。なお、蓄電素子１０は、非水電解
質二次電池には限定されず、非水電解質二次電池以外の二次電池であってもよいし、キャ
パシタであってもよい。
【００３５】
　これらの図に示すように、蓄電素子１０は、容器１００と、正極端子２００と、負極端
子３００とを備えている。また、容器１００内方には、絶縁部材１２０、１３０と、正極
集電体１４０と、負極集電体１５０と、２つの電極体である第一電極体１６１及び第二電
極体１６２と、スペーサ４００、５００とが収容されている。
【００３６】
　また、蓄電素子１０の容器１００の内部には電解液（非水電解液）などの液体が封入さ
れているが、当該液体の図示は省略する。なお、容器１００に封入される電解液としては
、蓄電素子１０の性能を損なうものでなければその種類に特に制限はなく様々なものを選
択することができる。
【００３７】
　容器１００は、矩形筒状で底を備える容器本体１１１と、容器本体１１１の開口を閉塞
する板状部材である蓋体１１０とで構成されている。また、容器１００は、第一電極体１
６１及び第二電極体１６２等を内部に収容後、蓋体１１０と容器本体１１１とが溶接等さ
れることにより、内部を密封することができるものとなっている。なお、蓋体１１０及び
容器本体１１１の材質は、特に限定されないが、例えばステンレス鋼、アルミニウム、ア
ルミニウム合金など溶接可能な金属であるのが好ましい。
【００３８】
　第一電極体１６１及び第二電極体１６２は、並列に配置される２つの発電要素であり、
ともに、正極集電体１４０及び負極集電体１５０と電気的に接続される。なお、第一電極
体１６１と第二電極体１６２とは、同様の構成を有している。
【００３９】
　具体的には、第一電極体１６１及び第二電極体１６２は、正極と負極とセパレータとを
備え、電気を蓄えることができる部材である。正極は、アルミニウムやアルミニウム合金
などからなる長尺帯状の金属箔である正極基材層上に正極活物質層が形成されたものであ
る。また、負極は、銅や銅合金などからなる長尺帯状の金属箔である負極基材層上に負極
活物質層が形成されたものである。また、セパレータは、樹脂からなる微多孔性のシート
である。
【００４０】
　ここで、正極活物質層に用いられる正極活物質、または負極活物質層に用いられる負極
活物質としては、リチウムイオンを吸蔵放出可能な正極活物質または負極活物質であれば
、適宜公知の材料を使用できる。
【００４１】
　そして、第一電極体１６１及び第二電極体１６２は、正極と負極との間にセパレータが
挟み込まれるように層状に配置されたものが巻き回されて形成されている。なお、同図で
は、第一電極体１６１及び第二電極体１６２の形状としては長円形状を示したが、円形状
または楕円形状でもよい。また、第一電極体１６１及び第二電極体１６２の形状は巻回型
に限らず、平板状極板を積層した形状でもよい。
【００４２】
　なお、第一電極体１６１及び第二電極体１６２は、正極側の端部１６０ａと負極側の端
部１６０ｂとを有している。端部１６０ａは、正極の活物質層非形成部が積層されて束ね
られた電極体の正極側の端部であり、端部１６０ｂは、負極の活物質層非形成部が積層さ
れて束ねられた電極体の負極側の端部である。なお、正極の活物質層非形成部とは、正極
のうち正極活物質が塗工されず正極基材層が露出した部分であり、負極の活物質層非形成
部とは、負極のうち負極活物質が塗工されず負極基材層が露出した部分である。
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【００４３】
　また、第一電極体１６１及び第二電極体１６２は、絶縁性のフィルムである絶縁フィル
ム１６３が周囲に巻きつけられて、束ねられている。ここで、絶縁フィルム１６３は、長
方形状のシート状の樹脂製の部材であり、第一電極体１６１及び第二電極体１６２に巻き
つけられて、巻き終わり部分を絶縁テープなどにより留められることで、固定される。な
お、絶縁フィルム１６３の材質は、絶縁性を有するフィルムであれば限定されない。
【００４４】
　以上のように、蓄電素子１０は、複数の電極体（本実施の形態では２つの電極体）を有
しているため、同一体積（容積）の容器１００に単数の電極体を用いる場合に比べ、以下
の点で好ましい。つまり、複数の電極体を用いることで、単数の電極体を用いる場合に比
べ、容器１００のコーナー部のデッドスペースが減り、電極体の占める割合が向上するた
め、蓄電素子１０の容量アップにつながる。また、特に、高入出力（ハイレート）用の電
極体では、高容量タイプの電極体に比べて、金属箔上の活物質の量を減らす必要があり、
電極体中での金属箔やセパレータの割合が高まる。このため、単数の電極体を用いた場合
は電極の巻き数が多くなるため硬くて柔軟性が低く容器１００に挿入しづらくなるが、複
数の電極体を用いることで１つの電極体における巻き数を少なくし、柔軟性が高い電極体
を実現することができる。
【００４５】
　正極集電体１４０は、第一電極体１６１及び第二電極体１６２の正極側に配置され、正
極端子２００と第一電極体１６１及び第二電極体１６２の正極とに電気的に接続される導
電性と剛性とを備えた部材である。なお、正極集電体１４０は、第一電極体１６１及び第
二電極体１６２の正極基材層と同様、アルミニウムまたはアルミニウム合金などで形成さ
れている。
【００４６】
　具体的には、正極集電体１４０は、第一電極体１６１及び第二電極体１６２の正極側の
端部１６０ａに溶接等によって接合されることで、第一電極体１６１及び第二電極体１６
２の正極と接続される。また、正極集電体１４０には、開口部１４０ａが形成されており
、開口部１４０ａに後述の正極端子２００の接続部２１０が挿入されることで、正極集電
体１４０と正極端子２００とが接続される。
【００４７】
　負極集電体１５０は、第一電極体１６１及び第二電極体１６２の負極側に配置され、負
極端子３００と第一電極体１６１及び第二電極体１６２の負極とに電気的に接続される導
電性と剛性とを備えた部材である。なお、負極集電体１５０は、第一電極体１６１及び第
二電極体１６２の負極基材層と同様、銅または銅合金などで形成されている。
【００４８】
　具体的には、負極集電体１５０は、第一電極体１６１及び第二電極体１６２の負極側の
端部１６０ｂに溶接等によって接合されることで、第一電極体１６１及び第二電極体１６
２の負極と接続される。また、負極集電体１５０には、開口部１５０ａが形成されており
、開口部１５０ａに後述の負極端子３００の接続部３１０が挿入されることで、負極集電
体１５０と負極端子３００とが接続される。
【００４９】
　絶縁部材１２０、１３０は、容器１００の内方に配置された状態で、容器１００に固定
された固定部材である。ここで、固定部材とは、蓄電素子１０が組み立てられた状態にお
いて容器１００に固定されている部材であればよく、蓄電素子１０の解体時には容器１０
０から取り外し可能な部材も含まれる。
【００５０】
　具体的には、絶縁部材１２０は、容器１００の蓋体１１０に固定され、正極集電体１４
０と容器１００とを絶縁する絶縁性の樹脂などで形成された矩形状のパッキンである。な
お、絶縁部材１２０には、後述の正極端子２００の接続部２１０が挿入される開口部１２
０ａが形成されている。
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【００５１】
　また、同様に、絶縁部材１３０は、容器１００の蓋体１１０に固定され、負極集電体１
５０と容器１００とを絶縁する絶縁性の樹脂などで形成された矩形状のパッキンである。
なお、絶縁部材１３０には、後述の負極端子３００の接続部３１０が挿入される開口部１
３０ａが形成されている。
【００５２】
　正極端子２００は、第一電極体１６１の正極及び第二電極体１６２の正極に電気的に接
続された電極端子であり、負極端子３００は、第一電極体１６１の負極及び第二電極体１
６２の負極に電気的に接続された電極端子である。つまり、正極端子２００及び負極端子
３００は、第一電極体１６１及び第二電極体１６２に蓄えられている電気を蓄電素子１０
の外部空間に導出し、また、第一電極体１６１及び第二電極体１６２に電気を蓄えるため
に蓄電素子１０の内部空間に電気を導入するための金属製の電極端子である。
【００５３】
　また、正極端子２００及び負極端子３００は、第一電極体１６１及び第二電極体１６２
の上方に配置された蓋体１１０に取り付けられている。具体的には、図３に示すように、
正極端子２００には、正極端子２００と正極集電体１４０とを電気的に接続する接続部２
１０が設けられている。
【００５４】
　接続部２１０は、正極集電体１４０の開口部１４０ａに挿入されて、正極集電体１４０
に接続される部材であり、例えばリベットである。つまり、正極端子２００は、接続部２
１０が蓋体１１０の貫通孔１１０ａと絶縁部材１２０の開口部１２０ａと正極集電体１４
０の開口部１４０ａとに挿入されて、かしめられることにより、絶縁部材１２０及び正極
集電体１４０とともに蓋体１１０に固定される。
【００５５】
　また同様に、負極端子３００には、負極端子３００と負極集電体１５０とを電気的に接
続する接続部３１０が設けられている。接続部３１０は、負極集電体１５０の開口部１５
０ａに挿入されて、負極集電体１５０に接続される部材であり、例えばリベットである。
つまり、負極端子３００は、接続部３１０が蓋体１１０の貫通孔１１０ｂと絶縁部材１３
０の開口部１３０ａと負極集電体１５０の開口部１５０ａとに挿入されて、かしめられる
ことにより、絶縁部材１３０及び負極集電体１５０とともに蓋体１１０に固定される。
【００５６】
　なお、正極端子２００と蓋体１１０との間、及び負極端子３００と蓋体１１０との間に
も、パッキン等の絶縁部材が配置されているが、同図では省略して図示している。
【００５７】
　スペーサ４００、５００は、後述する集電体の電極体接続部の側方であるＸ軸方向（以
下、第一方向ともいう）に配置され、当該電極体接続部の長手方向であって当該第一方向
と交差するＺ軸方向（以下、第二方向ともいう）に延びるスペーサである。
【００５８】
　具体的には、スペーサ４００は、正極集電体１４０のＸ軸方向プラス側に、正極集電体
１４０と容器１００の側壁とで挟まれ、かつ当該側壁に沿って延びるように配置されてい
る。また、スペーサ５００は、負極集電体１５０のＸ軸方向マイナス側に、負極集電体１
５０と容器１００の側壁とで挟まれ、かつ当該側壁に沿って延びるように配置されている
。
【００５９】
　つまり、スペーサ４００とスペーサ５００とは、第一電極体１６１及び第二電極体１６
２をＸ軸方向の両端から挟み込むように、第一電極体１６１及び第二電極体１６２の両端
と容器１００の両側壁との間に配置されている。
【００６０】
　ここで、スペーサ４００、５００は、例えばポリプロピレン（ＰＰ）、ポリフェニレン
サルファイド（ＰＰＳ）、ポリエチレンテレフタラート（ＰＥＴ）、セラミック、および
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それらの複合材料などの絶縁性の材料で形成されている。つまり、スペーサ４００、５０
０は、第一電極体１６１、第二電極体１６２、正極集電体１４０及び負極集電体１５０と
容器１００とを絶縁する。また、スペーサ４００、５００は、第一電極体１６１、第二電
極体１６２、正極集電体１４０及び負極集電体１５０と容器１００との間のスペースを埋
めることにより、第一電極体１６１、第二電極体１６２、正極集電体１４０及び負極集電
体１５０が容器１００に対して振動しないように支持する。
【００６１】
　また、スペーサ４００は、第一方向（集電体の電極体接続部の側方、Ｘ軸方向）と交差
する第二方向（当該電極体接続部の長手方向、Ｚ軸方向）において正極集電体１４０の一
部と当接することで、正極集電体１４０の第二方向への移動を規制する規制部としての機
能も有している。また、同様に、スペーサ５００は、当該第二方向（当該電極体接続部の
長手方向、Ｚ軸方向）において負極集電体１５０の一部と当接することで、負極集電体１
５０の第二方向への移動を規制する規制部としての機能も有している。詳細については、
後述する。
【００６２】
　次に、正極集電体１４０及び負極集電体１５０の構成について、詳細に説明する。なお
、正極集電体１４０と負極集電体１５０とは、同様の構成を有するため、以下では正極集
電体１４０についての説明を行い、負極集電体１５０についての説明は省略する。
【００６３】
　図４は、本発明の実施の形態に係る正極集電体１４０の構成を示す斜視図である。具体
的には、同図は、図３に示された正極集電体１４０を奥側の斜め下方から見た場合の斜視
図である。また、図５は、本発明の実施の形態に係る正極集電体１４０を正面（Ｘ軸方向
マイナス側）から見た場合の正面図である。
【００６４】
　また、図６は、本発明の実施の形態に係る正極集電体１４０が第一電極体１６１及び第
二電極体１６２に接続されている構成を示す断面図である。具体的には、同図は、図２に
示した正極集電体１４０が第一電極体１６１及び第二電極体１６２に接合された状態をＸ
Ｙ平面に平行な平面で切断した場合の断面を示す断面図である。
【００６５】
　これらの図に示すように、正極集電体１４０は、端子接続部１４１と、複数の電極体接
続部（本実施の形態では、外側電極体接続部１４２、１４３及び内側電極体接続部１４４
、１４５の４つの電極体接続部）と、補強部１４６、１４７と、連結部１４８とを有して
いる。
【００６６】
　端子接続部１４１は、正極端子２００と電気的に接続される矩形状かつ平板状の部位で
ある。具体的には、端子接続部１４１は、正極端子２００側（Ｚ軸方向プラス側）に配置
され、開口部１４０ａに正極端子２００の接続部２１０が挿入されて接続部２１０に接続
されることで、正極端子２００と接続される。
【００６７】
　ここで、開口部１４０ａは、端子接続部１４１に形成された円形状の貫通孔であり、具
体的には、接続部２１０の外形状に対応した形状を有している。なお、開口部１４０ａの
形状は、円形状には限定されず、楕円形状や四角形状などであってもかまわないが、接続
部２１０の外形状に対応した形状であるのが好ましい。また、開口部１４０ａは、接続部
２１０が挿入される開口部であれば貫通孔でなくともよく、半円形状や矩形状に切り欠い
た切り欠き部などであってもかまわない。
【００６８】
　複数の電極体接続部（外側電極体接続部１４２、１４３及び内側電極体接続部１４４、
１４５）は、端子接続部１４１の端部に接続され、端子接続部１４１から下方（Ｚ軸マイ
ナス方向）に略垂直に延びるように配置される長尺状かつ平板状（棒状）の部材である。
具体的には、当該複数の電極体接続部は、複数の電極体である第一電極体１６１及び第二
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電極体１６２側（Ｚ軸方向マイナス側）に配置され、当該複数の電極体に接続される。
【００６９】
　ここで、外側電極体接続部１４２、１４３は、当該複数の電極体と接続される複数の電
極体接続部のうちの外側の電極体接続部である。また、内側電極体接続部１４４、１４５
は、当該複数の電極体と接続される複数の電極体接続部のうちの内側の電極体接続部であ
る。
【００７０】
　具体的には、外側電極体接続部１４２、１４３は、当該複数の電極体接続部のうちの最
も外側の電極体接続部であり、端子接続部１４１の側面（Ｙ軸方向の両側面）から当該複
数の電極体に向けて垂れ下がるように配置されており、当該複数の電極体に接続される。
つまり、外側電極体接続部１４２及び１４３は、Ｚ軸方向に延びる部材であり、ＸＺ平面
に平行な面を対向して有しており、外側電極体接続部１４２は、第二電極体１６２に接続
され、外側電極体接続部１４３は、第一電極体１６１に接続される。
【００７１】
　また、外側電極体接続部１４２、１４３は、容器本体１１１の底面部には到達しない程
度の長さになるように形成されている。本実施の形態では、外側電極体接続部１４２、１
４３は、容器本体１１１の側面の半分程度の高さまで到達する長さになるように形成され
ている。なお、本実施の形態では、外側電極体接続部１４２と外側電極体接続部１４３と
は、同じ長さになるように形成されているが、異なる長さになるように形成されていても
かまわない。
【００７２】
　また、内側電極体接続部１４４、１４５は、端子接続部１４１の後方の側面（Ｘ軸方向
プラス側の側面）の中央部分に接続された連結部１４８から当該複数の電極体に向けて垂
れ下がるように配置されており、当該複数の電極体に接続される。つまり、内側電極体接
続部１４４及び１４５は、Ｚ軸方向に延びる部材であり、ＸＺ平面に平行な面を対向して
有しており、内側電極体接続部１４４は、第二電極体１６２に接続され、内側電極体接続
部１４５は、第一電極体１６１に接続される。
【００７３】
　また、内側電極体接続部１４４、１４５は、容器本体１１１の底面部には到達しない程
度の長さになるように形成されている。本実施の形態では、内側電極体接続部１４４、１
４５は、外側電極体接続部１４２、１４３と同様に、容器本体１１１の側面の半分程度の
高さまで到達する長さになるように形成されている。なお、本実施の形態では、内側電極
体接続部１４４と内側電極体接続部１４５とは、同じ長さになるように形成されているが
、異なる長さになるように形成されていてもかまわない。また、内側電極体接続部１４４
、１４５は、外側電極体接続部１４２、１４３と異なる長さになるように形成されていて
もかまわない。
【００７４】
　ここで、第一電極体１６１及び第二電極体１６２は、正極と負極とが、セパレータを介
して、巻回軸（本実施の形態ではＸ軸方向に平行な仮想軸）の方向に互いにずらして巻回
されている。そして、正極及び負極は、それぞれのずらされた方向の端縁部に、活物質層
が形成されていない部分（活物質層非形成部）を有している。
【００７５】
　具体的には、第一電極体１６１は、巻回軸方向の一端（Ｘ軸プラス方向の端部）に、正
極の活物質層非形成部が積層された端部１６１ａ及び１６１ｂを有している。また、同様
に、第二電極体１６２は、Ｘ軸プラス方向の端部に、正極の活物質層非形成部が積層され
た端部１６２ａ及び１６２ｂを有している。なお、端部１６１ａ、１６１ｂ及び端部１６
２ａ、１６２ｂは、上述の端部１６０ａに含まれる。
【００７６】
　そして、外側電極体接続部１４２は、第二電極体１６２の正極側の端部１６２ｂに、超
音波溶接や抵抗溶接などの溶接等によって接合される。また、外側電極体接続部１４３に
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ついても同様に、第一電極体１６１の正極側の端部１６１ａに、超音波溶接や抵抗溶接な
どの溶接等によって接合される。
【００７７】
　また、内側電極体接続部１４４は、第二電極体１６２の正極側の端部１６２ａに、超音
波溶接や抵抗溶接などの溶接等によって接合される。また、内側電極体接続部１４５につ
いても同様に、第一電極体１６１の正極側の端部１６１ｂに超音波溶接や抵抗溶接などの
溶接等によって接合される。
【００７８】
　つまり、第一電極体１６１には、外側電極体接続部１４３及び内側電極体接続部１４５
が接続され、第二電極体１６２には、外側電極体接続部１４２及び内側電極体接続部１４
４が接続される。このように、複数の電極体接続部は、複数の電極体のうちの１つの電極
体の正極または負極に２つの電極体接続部が接続されて配置されている。
【００７９】
　また、当該複数の電極体接続部のうちの少なくとも１つの電極体接続部は、電極体との
接続部分において、厚みが薄くなるように形成されている。本実施の形態では、全ての電
極体接続部が、電極体との接続部分において、厚みが薄くなるように形成されている。
【００８０】
　つまり、外側電極体接続部１４２は、端子接続部１４１側の厚み（Ｄ１）よりも、第二
電極体１６２との接続部分における厚み（Ｄ２）の方が薄くなるように形成されている。
また、外側電極体接続部１４３についても同様に、端子接続部１４１側の厚みよりも、第
一電極体１６１との接続部分における厚みの方が薄くなるように形成されている。
【００８１】
　また、内側電極体接続部１４４は、端子接続部１４１側の厚み（Ｄ３）よりも、第二電
極体１６２との接続部分における厚み（Ｄ４）の方が薄くなるように形成されている。ま
た、内側電極体接続部１４５についても同様に、端子接続部１４１側の厚みよりも、第一
電極体１６１との接続部分における厚みの方が薄くなるように形成されている。
【００８２】
　補強部１４６、１４７は、複数の電極体接続部のうちのいずれかの電極体接続部と端子
接続部１４１とに接続され、当該電極体接続部と端子接続部１４１との接続強度を補強す
る部位である。また、補強部１４６、１４７は、１つの電極体に接続される２つの電極体
接続部のうちの少なくとも１つの電極体接続部と端子接続部１４１とに接続されている。
【００８３】
　つまり、補強部１４６、１４７は、複数の電極体接続部のうちの最も外側の電極体接続
部である外側電極体接続部１４２、１４３と端子接続部１４１とに接続され、外側電極体
接続部１４２、１４３と端子接続部１４１との接続強度を補強する。具体的には、補強部
１４６は、端子接続部１４１の側面（Ｙ軸方向プラス側の側面）と外側電極体接続部１４
２とに接続され、補強部１４７は、端子接続部１４１の側面（Ｙ軸方向マイナス側の側面
）と外側電極体接続部１４３とに接続されている。
【００８４】
　このように、正極集電体１４０において、１つの電極体に接続される２つの電極体接続
部のうちの一方の電極体接続部と端子接続部１４１との接続強度は、他方の電極体接続部
と端子接続部１４１との接続強度よりも大きいように形成されている。つまり、複数の電
極体接続部のうちの最も外側の電極体接続部と端子接続部１４１との接続強度は、他の電
極体接続部と端子接続部１４１との接続強度よりも大きいように形成されている。
【００８５】
　さらに具体的には、補強部１４６は、外側電極体接続部１４２の上端部（Ｚ軸方向プラ
ス側の端部）から端子接続部１４１の側面（Ｙ軸方向プラス側の側面）に沿って、端子接
続部１４１の前後方向（Ｘ軸方向）に延びるように形成されたリブである。また、補強部
１４７は、外側電極体接続部１４３の上端部（Ｚ軸方向プラス側の端部）から端子接続部
１４１の側面（Ｙ軸方向マイナス側の側面）に沿って、端子接続部１４１の前後方向（Ｘ
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軸方向）に延びるように形成されたリブである。
【００８６】
　なお、補強部１４６、１４７は、リブには限定されず、外側電極体接続部１４２、１４
３と端子接続部１４１との接続強度を補強する機能を果たす形状であれば、平板状など、
どのような形状であってもかまわない。また、補強部１４６、１４７は、他の部位と同じ
材質で形成されていることとしたが、他の部位よりも強度が高い材質によって形成されて
いてもよい。
【００８７】
　連結部１４８は、複数の電極体と接続される複数の電極体接続部のうちの隣り合う２つ
の電極体接続部を連結する矩形状かつ平板状の部位である。具体的には、連結部１４８は
、内側電極体接続部１４４と内側電極体接続部１４５とを連結する。また、連結部１４８
は、端子接続部１４１の後方の側面（Ｘ軸方向プラス側の側面）の中央部分に接続されて
おり、端子接続部１４１と内側電極体接続部１４４及び１４５とを接続する機能も有して
いる。
【００８８】
　また、連結部１４８は、複数の電極体のうちの隣り合う２つの電極体の間に配置される
。つまり、連結部１４８は、第一電極体１６１と第二電極体１６２との間に配置される。
また、連結部１４８は、スペーサ４００と当接することで、正極集電体１４０の移動を規
制する。詳細については、後述する。
【００８９】
　また、正極集電体１４０において、端子接続部１４１と、外側電極体接続部１４２及び
１４３と、内側電極体接続部１４４及び１４５と、補強部１４６及び１４７と、連結部１
４８とは、１枚の金属板を曲げ加工及び/または絞り加工することで形成されている。つ
まり、それぞれの電極体接続部は、端子接続部１４１から捻られることなく折り曲げられ
るなどして形成されている。
【００９０】
　次に、絶縁部材１２０及び１３０の構成について、詳細に説明する。なお、絶縁部材１
２０と絶縁部材１３０とは、同様の構成を有するため、以下では絶縁部材１２０について
の説明を行い、絶縁部材１３０についての説明は省略する。
【００９１】
　図７は、本発明の実施の形態に係る絶縁部材１２０の構成を示す斜視図である。具体的
には、同図は、図３に示された絶縁部材１２０を奥側の斜め下方から見た場合の斜視図で
ある。
【００９２】
　同図に示すように、絶縁部材１２０は、絶縁部材本体部１２１と、絶縁部材壁部１２２
とを備えている。絶縁部材本体部１２１は、絶縁部材の本体であり、正極集電体１４０と
容器１００の蓋体１１０との間に配置されて正極集電体１４０と容器１００とを絶縁する
矩形状かつ平板状の部位である。また、絶縁部材本体部１２１には、正極端子２００の接
続部２１０が挿入される開口部１２０ａが形成されている。
【００９３】
　ここで、開口部１２０ａは、円形状の貫通孔であり、具体的には、接続部２１０の外形
状に対応した形状を有している。なお、開口部１２０ａの形状は、円形状には限定されず
、楕円形状や四角形状などであってもかまわないが、接続部２１０の外形状に対応した形
状であるのが好ましい。また、開口部１２０ａは、接続部２１０が挿入される開口部であ
れば貫通孔でなくともよく、半円形状や矩形状に切り欠いた切り欠き部などであってもか
まわない。
【００９４】
　絶縁部材壁部１２２は、絶縁部材本体部１２１の外縁から下方（Ｚ軸マイナス方向）に
突起した突起状の壁部であり、絶縁部材本体部１２１の外縁の周囲を囲うように平板状の
部材が環状に形成されている。ここで、絶縁部材壁部１２２は、後述のスペーサ４００の
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第二突起部４１１、４１２と係合する係合部１２２ａ、１２２ｂを有している。
【００９５】
　係合部１２２ａ、１２２ｂは、平板状の部位であり、当該スペーサ４００の第二突起部
４１１、４１２と係合することで、容器１００の内方へのスペーサ４００の移動を規制す
る。なお、係合部１２２ａ、１２２ｂは、絶縁部材本体部１２１の外縁から下方（Ｚ軸マ
イナス方向）に突起した突起状の部位（突起部）であってもかまわない。詳細については
、後述する。
【００９６】
　次に、スペーサ４００及び５００の構成について、詳細に説明する。なお、スペーサ４
００とスペーサ５００とは、同様の構成を有するため、以下ではスペーサ４００について
の説明を行い、スペーサ５００についての説明は省略する。
【００９７】
　図８は、本発明の実施の形態に係るスペーサ４００の構成を示す斜視図である。具体的
には、同図は、図３に示されたスペーサ４００を奥側の斜め上方から見た場合の斜視図で
ある。
【００９８】
　また、図９Ａは、本発明の実施の形態に係るスペーサ４００の第一規制部分４１３の構
成を拡大して示す斜視図である。また、図９Ｂは、本発明の実施の形態に係るスペーサ４
００の第二規制部分である内側規制部分４１４及び外側規制部分４２１、４３１の構成を
拡大して示す斜視図である。具体的には、図９Ａは、図８に示されたスペーサ４００のＡ
部を拡大して示す図であり、図９Ｂは、図８に示されたスペーサ４００のＢ部を拡大して
示す図である。
【００９９】
　なお、内側規制部分４１４及び外側規制部分４２１、４３１は、特許請求の範囲に記載
の「第二規制部分」に包含され、第一規制部分４１３及び当該第二規制部分（内側規制部
分４１４及び外側規制部分４２１、４３１）は、特許請求の範囲に記載の「規制部」に包
含される。
【０１００】
　これらの図に示すように、スペーサ４００は、スペーサ本体部４１０と、スペーサ側壁
部４２０及び４３０と、スペーサ底面部４４０とを備えている。スペーサ本体部４１０は
、スペーサ４００の本体であり、第二突起部４１１及び４１２と、第一規制部分４１３と
、第二規制部分を構成する内側規制部分４１４と、規制部側方配置部４１５及び４１６と
を有している。
【０１０１】
　第二突起部４１１、４１２は、スペーサ本体部４１０の上端部（Ｚ軸方向プラス側の端
部）に配置されており、上方（Ｚ軸プラス方向）に向けて突起した矩形状かつ平板状の部
位である。第二突起部４１１、４１２は、絶縁部材１２０と係合することで、絶縁部材１
２０に対するスペーサ４００の位置を位置決めするとともに、第一方向（Ｘ軸方向）への
スペーサ４００の移動を規制する。詳細については、後述する。
【０１０２】
　第一規制部分４１３は、スペーサ本体部４１０の上部（Ｚ軸方向プラス側の部分）の中
央部分に配置されており、前方（Ｘ軸方向マイナス側）に突起し、上下方向（Ｚ軸方向）
に延びる長尺状の部位（規制部）である。つまり、第一規制部分４１３は、複数の電極体
のうちの隣り合う２つの電極体の間（本実施の形態では、２つの電極体である第一電極体
１６１及び第二電極体１６２の間）に配置され、第一電極体１６１及び第二電極体１６２
に向けて突出して形成されている。
【０１０３】
　これにより、第一規制部分４１３は、スペーサ４００の強度を補強する。また、第一規
制部分４１３は、正極集電体１４０と係合することで、正極集電体１４０の電極体接続部
の側方である第一方向（Ｘ軸方向）、及び、正極集電体１４０の電極体接続部の長手方向
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である第二方向（Ｚ軸方向）への正極集電体１４０の移動を規制する。
【０１０４】
　具体的には、第一規制部分４１３は、図９Ａに示すように、第一上面部４１３ａと、第
一突起部４１３ｂとを有している。第一上面部４１３ａは、第一規制部分４１３の上側（
Ｚ軸方向プラス側）の面であり、正極集電体１４０の連結部１４８の下方に配置される平
面形状の部位である。また、第一突起部４１３ｂは、第一上面部４１３ａから上方（Ｚ軸
方向プラス側）に突起したＹ軸方向に延びるリブであり、正極集電体１４０の側方に突出
して配置される。
【０１０５】
　そして、第一上面部４１３ａは、正極集電体１４０と係合することで第二方向への正極
集電体１４０の移動を規制し、第一突起部４１３ｂは、正極集電体１４０と係合すること
で第一方向への正極集電体１４０の移動を規制する。詳細については、後述する。
【０１０６】
　内側規制部分４１４は、スペーサ本体部４１０の下部（Ｚ軸方向マイナス側の部分）の
中央部分に配置されており、前方（Ｘ軸方向マイナス側）に突起し、上下方向（Ｚ軸方向
）に延びる長尺状の部位（規制部）である。つまり、内側規制部分４１４は、２つの電極
体である第一電極体１６１及び第二電極体１６２の間に配置され、第一電極体１６１及び
第二電極体１６２に向けて突出して形成されている。これにより、内側規制部分４１４は
、スペーサ４００の強度を補強する。
【０１０７】
　具体的には、内側規制部分４１４は、図９Ｂに示すように、第一規制部分４１３よりも
前方（Ｘ軸方向マイナス側）及び側方（Ｙ軸方向）に突出しており、第二上面部４１４ａ
及び４１４ｂを有している。つまり、第二上面部４１４ａ及び４１４ｂは、内側規制部分
４１４が第一規制部分４１３よりも側方（Ｙ軸方向）に突出することで形成された内側規
制部分４１４の上側（Ｚ軸方向プラス側）の面であり、正極集電体１４０の内側電極体接
続部１４４及び１４５の下方に配置される平面形状の部位である。
【０１０８】
　そして、内側規制部分４１４の第二上面部４１４ａ及び４１４ｂは、正極集電体１４０
と係合することで、第二方向（Ｚ軸方向）への正極集電体１４０の移動を規制する。詳細
については、後述する。なお、内側規制部分４１４は、第一規制部分４１３を下方から支
持し、第一規制部分４１３の強度を補強する役割も担っている。
【０１０９】
　規制部側方配置部４１５、４１６は、スペーサ本体部４１０の上部（Ｚ軸方向プラス側
の部分）の第一規制部分４１３の両側方（Ｙ軸方向の両側）に配置されており、前方（Ｘ
軸方向マイナス側）に突起し、上下方向（Ｚ軸方向）に延びる長尺状の部位である。規制
部側方配置部４１５、４１６は、スペーサ４００の強度を補強するとともに、スペーサ４
００を第一電極体１６１及び第二電極体１６２に対して位置決めする機能を有している。
詳細については、後述する。
【０１１０】
　スペーサ側壁部４２０、４３０は、スペーサ本体部４１０の両側面から前方（Ｘ軸マイ
ナス方向）に突出した部位である。具体的には、スペーサ側壁部４２０、４３０は、スペ
ーサ本体部４１０の両側面に沿ってＺ軸方向に延びる長尺状かつ平板状の部位であり、ス
ペーサ４００の第二規制部分を構成する外側規制部分４２１、４３１を有している。
【０１１１】
　外側規制部分４２１、４３１は、スペーサ側壁部４２０、４３０の下部（Ｚ軸方向マイ
ナス側の部分）に配置されており、前方（Ｘ軸方向マイナス側）に突起し、上下方向（Ｚ
軸方向）に延びる長尺状の部位（規制部）である。つまり、外側規制部分４２１、４３１
は、２つの電極体である第一電極体１６１及び第二電極体１６２の両側に配置され、第一
電極体１６１及び第二電極体１６２に向けて突出して形成されている。これにより、外側
規制部分４２１、４３１は、スペーサ４００の強度を補強する。
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【０１１２】
　具体的には、外側規制部分４２１及び４３１は、図９Ｂに示すように、スペーサ本体部
４１０の内方へ向けて突出しており、外側規制部分４２１は第三上面部４２１ａを有し、
外側規制部分４３１は第三上面部４３１ａを有している。つまり、第三上面部４２１ａ及
び４３１ａは、外側規制部分４２１及び４３１が互いに対向する方向（第三上面部４２１
ａはＹ軸マイナス方向、第三上面部４３１ａはＹ軸プラス方向）に突出することで形成さ
れた外側規制部分４２１及び４３１の上側（Ｚ軸方向プラス側）の面であり、正極集電体
１４０の下方に配置される平面形状の部位である。
【０１１３】
　そして、外側規制部分４２１及び４３１の第三上面部４２１ａ及び４３１ａは、正極集
電体１４０と係合することで、第二方向（Ｚ軸方向）への正極集電体１４０の移動を規制
する。詳細については、後述する。
【０１１４】
　なお、第三上面部４２１ａ及び４３１ａは、スペーサ本体部４１０の内方へ向けて高さ
が高くなるように形成された傾斜面である。つまり、第三上面部４２１ａは、Ｙ軸マイナ
ス方向へ向けて高さが高くなるように形成されており、第三上面部４３１ａは、Ｙ軸プラ
ス方向へ向けて高さが高くなるように形成されている。これにより、Ｙ軸方向への正極集
電体１４０の移動を規制することができる。
【０１１５】
　スペーサ底面部４４０は、スペーサ本体部４１０の底部から前方に突出した矩形状かつ
平板状の部位であり、容器１００の底面部に載置されている。具体的には、スペーサ底面
部４４０は、第一電極体１６１及び第二電極体１６２の底部と容器１００の底面部との間
に配置され、第一電極体１６１及び第二電極体１６２の底部と容器１００の底面部との間
の隙間を埋めるための部位である。
【０１１６】
　つまり、スペーサ４００は、スペーサ底面部４４０の下面が容器１００の底面部に直接
または間接的に当接して、第一電極体１６１及び第二電極体１６２の底部と容器１００の
底面部との間に挟まれることで、容器１００に対して固定されて配置されている。
【０１１７】
　このように、スペーサ４００は、第二方向（正極集電体１４０の電極体接続部の長手方
向）において、容器１００の底面部に直接または間接的に当接している。なお、直接また
は間接的に当接しているとは、スペーサ底面部４４０の下面が容器１００の底面部に直接
接触している場合のみならず、スペーサ底面部４４０の下面と容器１００の底面部との間
に底面スペーサなどの他の部材が挟まっている場合も含む。
【０１１８】
　なお、スペーサ４００は、スペーサ底面部４４０を有していない構成でもかまわない。
つまり、スペーサ４００は、容器１００の底面部に直接または間接的に当接している構成
であれば、電極体の底部と容器１００の底面部との間の隙間を埋めるためのスペーサ底面
部４４０は有していなくてもよい。
【０１１９】
　次に、絶縁部材１２０及び１３０と正極集電体１４０及び負極集電体１５０とスペーサ
４００及び５００との関係について、詳細に説明する。なお、絶縁部材１２０、正極集電
体１４０及びスペーサ４００と、絶縁部材１３０、負極集電体１５０及びスペーサ５００
とは、同様の構成を有するため、以下では絶縁部材１２０、正極集電体１４０及びスペー
サ４００の関係についての説明を行い、絶縁部材１３０、負極集電体１５０及びスペーサ
５００の関係についての説明は省略する。
【０１２０】
　図１０は、本発明の実施の形態に係る絶縁部材１２０と正極集電体１４０とスペーサ４
００とが配置された構成を示す斜視図である。
【０１２１】
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　また、図１１Ａは、本発明の実施の形態に係るスペーサ４００の第二突起部４１２と絶
縁部材１２０の係合部１２２ｂと正極集電体１４０との配置位置を拡大して示す断面図で
ある。具体的には、同図は、図１０に示されたスペーサ４００の第二突起部４１２周りの
構成をＸＺ平面に平行な平面で切断した場合の断面を示す拡大断面図である。
【０１２２】
　また、図１１Ｂは、本発明の実施の形態に係るスペーサ４００の第一規制部分４１３と
正極集電体１４０の連結部１４８との配置位置を拡大して示す断面図である。具体的には
、同図は、図１０に示されたスペーサ４００の第一規制部分４１３の第一突起部４１３ｂ
周りの構成をＸＺ平面に平行な平面で切断した場合の断面を示す拡大断面図である。
【０１２３】
　また、図１２は、本発明の実施の形態に係る第一電極体１６１及び第二電極体１６２と
正極集電体１４０とに、スペーサ４００が配置された構成を示す断面図である。具体的に
は、同図は、図１０に示したスペーサ４００が第一電極体１６１及び第二電極体１６２と
正極集電体１４０とに配置された状態をＸＹ平面に平行な平面で切断した場合の断面を示
す断面図である。
【０１２４】
　まず、図１０及び図１１Ａに示すように、スペーサ４００は、絶縁部材１２０と、着脱
可能（分離可能）に係合している。つまり、スペーサ４００の第二突起部４１２は、絶縁
部材１２０の係合部１２２ｂと、正極集電体１４０の端子接続部１４１との間に着脱可能
に配置される。具体的には、第二突起部４１２は、係合部１２２ｂ及び端子接続部１４１
と、第一方向に交差する側面（第二方向に平行な側面）同士で着脱可能に当接して、配置
されている。
【０１２５】
　つまり、絶縁部材１２０の絶縁部材本体部１２１が端子接続部１４１の上方に配置され
る際に、係合部１２２ｂと端子接続部１４１との間に隙間が形成される。そして、第二突
起部４１２が、係合部１２２ｂと端子接続部１４１との間の隙間に挿入されて、係合部１
２２ｂと端子接続部１４１とに挟み込まれるように配置される。
【０１２６】
　これにより、第二突起部４１２は、絶縁部材１２０及び正極集電体１４０と係合するこ
とで、第一方向（Ｘ軸方向）へのスペーサ４００の移動を規制する機能を有するようにな
る。なお、第二突起部４１１についても同様に、絶縁部材１２０の係合部１２２ａと正極
集電体１４０の端子接続部１４１との間に配置されて、絶縁部材１２０及び正極集電体１
４０と係合することで、第一方向（Ｘ軸方向）へのスペーサ４００の移動を規制する。
【０１２７】
　なお、スペーサ４００と絶縁部材１２０との双方が突起部を有しており、当該突起部同
士が係合することで、第一方向へのスペーサ４００の移動を規制することとしたが、スペ
ーサ４００及び絶縁部材１２０のいずれか一方のみが他方と係合する突起部を有しており
、当該突起部が他方と係合することで、第一方向へのスペーサ４００の移動を規制するこ
とにしてもよい。つまり、スペーサ４００及び絶縁部材１２０の少なくとも一方は、他方
と係合することで、容器１００の内方（第一方向）へのスペーサ４００の移動を規制する
突起部を有している。
【０１２８】
　また、図１０及び図１１Ｂに示すように、スペーサ４００の第一規制部分４１３の第一
上面部４１３ａは、正極集電体１４０の連結部１４８の下方（Ｚ軸方向マイナス側）に配
置される。また、第一規制部分４１３の第一突起部４１３ｂは、連結部１４８の電極体側
の側方（Ｘ軸方向マイナス側）に配置される。
【０１２９】
　具体的には、スペーサ本体部４１０の壁面と第一突起部４１３ｂとで正極集電体１４０
の連結部１４８を挟み込むように、スペーサ４００が配置される。つまり、スペーサ本体
部４１０の壁面と第一突起部４１３ｂとの間に、連結部１４８が軽圧入によって挿入され
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る。
【０１３０】
　これにより、第一規制部分４１３は、正極集電体１４０の連結部１４８と係合すること
で、第一方向（Ｘ軸方向）及び第二方向（Ｚ軸方向）への正極集電体１４０の移動を規制
する。具体的には、第一上面部４１３ａが、連結部１４８と係合することで（または、第
一突起部４１３ｂの側面が連結部１４８と係合することで）、第二方向への正極集電体１
４０の移動を規制する。
【０１３１】
　つまり、第一上面部４１３ａが、連結部１４８の下面部と当接することで、第二方向へ
の正極集電体１４０の移動を規制する。ここで、連結部１４８の下面部（第一上面部４１
３ａとの当接面）は、第二方向に垂直な面（ＸＹ平面に平行な面）である。
【０１３２】
　また、第一突起部４１３ｂが、連結部１４８と係合することで（または、スペーサ本体
部４１０の壁面が連結部１４８と当接することで）、第一方向への正極集電体１４０の移
動を規制する。
【０１３３】
　このように、連結部１４８は、スペーサ４００の第一規制部分４１３と当接することで
、正極集電体１４０の移動を規制する。つまり、スペーサ４００は、連結部１４８と当接
することで、正極集電体１４０の第二方向への移動を規制する。なお、第一規制部分４１
３と連結部１４８とは、常に当接していてもよいし、通常は当接しておらず正極集電体１
４０の移動を規制する場合に当接することにしてもよい。
【０１３４】
　また、図１０に示すように、内側規制部分４１４の第二上面部４１４ａ及び４１４ｂは
、正極集電体１４０の内側電極体接続部１４４及び１４５の下方に配置される。つまり、
第二上面部４１４ａ及び４１４ｂ上に内側電極体接続部１４４及び１４５が載置されるな
ど、第二上面部４１４ａ及び４１４ｂの上方に内側電極体接続部１４４及び１４５の先端
部が配置されるように、スペーサ４００が正極集電体１４０に対して配置される。
【０１３５】
　これにより、内側規制部分４１４の第二上面部４１４ａ及び４１４ｂは、正極集電体１
４０の内側電極体接続部１４４及び１４５の先端部と係合することで、第二方向（Ｚ軸方
向）への正極集電体１４０の移動を規制する。つまり、内側規制部分４１４は、内側電極
体接続部１４４、１４５の先端部と当接することで、正極集電体１４０の第二方向への移
動を規制する。
【０１３６】
　また、外側規制部分４２１及び４３１の第三上面部４２１ａ及び４３１ａは、正極集電
体１４０の外側電極体接続部１４２及び１４３の下方に配置される。つまり、第三上面部
４２１ａ及び４３１ａ上に外側電極体接続部１４２及び１４３が載置されるなど、第三上
面部４２１ａ及び４３１ａの上方に外側電極体接続部１４２及び１４３の先端部が配置さ
れるように、スペーサ４００が正極集電体１４０に対して配置される。
【０１３７】
　これにより、外側規制部分４２１、４３１の第三上面部４２１ａ、４３１ａは、正極集
電体１４０の外側電極体接続部１４２及び１４３の先端部と係合することで、第二方向（
Ｚ軸方向）への正極集電体１４０の移動を規制する。つまり、外側規制部分４２１、４３
１は、外側電極体接続部１４２、１４３の先端部と当接することで、正極集電体１４０の
第二方向への移動を規制する。
【０１３８】
　以上のように、スペーサ４００の第一規制部分４１３、内側規制部分４１４及び外側規
制部分４２１、４３１は、正極集電体１４０の電極体接続部の長手方向である第二方向に
おいて正極集電体１４０の電極体側方（電極体の第一方向、つまりＸ軸プラス方向側）の
一部と当接することで、第二方向へのスペーサ４００に対する正極集電体１４０の移動（



(19) JP 2015-156366 A 2015.8.27

10

20

30

40

50

または、正極集電体１４０に対するスペーサ４００の移動）を規制する。
【０１３９】
　また、図１２に示すように、規制部側方配置部４１５は、第二電極体１６２に向けて突
出して形成されており、第二電極体１６２の端部１６２ａ及び１６２ｂの間に配置される
。具体的には、規制部側方配置部４１５と第一規制部分４１３との間に端部１６２ａと内
側電極体接続部１４４とが配置され、また、規制部側方配置部４１５とスペーサ側壁部４
２０との間に端部１６２ｂと外側電極体接続部１４２とが配置される。
【０１４０】
　また、同様に、規制部側方配置部４１６は、第一電極体１６１に向けて突出して形成さ
れており、第一電極体１６１の端部１６１ａ及び１６１ｂの間に配置される。具体的には
、規制部側方配置部４１６と第一規制部分４１３との間に端部１６１ｂと内側電極体接続
部１４５とが配置され、また、規制部側方配置部４１６とスペーサ側壁部４３０との間に
端部１６１ａと外側電極体接続部１４３とが配置される。
【０１４１】
　これにより、規制部側方配置部４１５、４１６は、正極集電体１４０が接合された第一
電極体１６１及び第二電極体１６２に対して、スペーサ４００を位置決めして配置する。
【０１４２】
　次に、絶縁部材１２０及び１３０と正極集電体１４０及び負極集電体１５０とスペーサ
４００及び５００とを配置して、蓄電素子１０を製造する製造工程について、詳細に説明
する。
【０１４３】
　図１３及び図１４は、本発明の実施の形態に係る絶縁部材１２０及び１３０と正極集電
体１４０及び負極集電体１５０とスペーサ４００及び５００とを配置して、蓄電素子１０
を製造する製造工程を示す図である。
【０１４４】
　まず、図１３の（ａ）に示すように、第一電極体１６１及び第二電極体１６２に、絶縁
部材１２０及び１３０と正極集電体１４０及び負極集電体１５０とが配置される。具体的
には、絶縁部材１２０及び正極集電体１４０が、蓋体１１０を介して、正極端子２００に
かしめなどによって固定される。また、絶縁部材１３０及び負極集電体１５０が、蓋体１
１０を介して、負極端子３００にかしめなどによって固定される。そして、正極集電体１
４０及び負極集電体１５０が、第一電極体１６１及び第二電極体１６２に超音波溶接など
によって接合される。
【０１４５】
　そして、図１３の（ｂ）に示すように、正極集電体１４０の側方にスペーサ４００が配
置され、負極集電体１５０側方にスペーサ５００が配置される。この際、スペーサ４００
の第二突起部４１２、第一規制部分４１３、内側規制部分４１４及び外側規制部分４２１
、４３１などの各部は、図１０～図１２に示した位置に配置される。
【０１４６】
　つまり、第二突起部４１２は、絶縁部材１２０の係合部１２２ｂと正極集電体１４０の
端子接続部１４１との間の隙間に挿入されて、係合部１２２ｂと端子接続部１４１との間
に挟み込まれるように配置される。また、スペーサ本体部４１０の壁面と第一突起部４１
３ｂとの間の隙間に正極集電体１４０の連結部１４８が挿入されることで、第一規制部分
４１３が配置される。また、内側規制部分４１４及び外側規制部分４２１、４３１は、正
極集電体１４０のそれぞれの電極体接続部の先端部の下方に配置される。スペーサ５００
についても、同様である。
【０１４７】
　そして、図１４に示すように、絶縁部材１２０、１３０、正極集電体１４０、負極集電
体１５０、スペーサ４００、５００、第一電極体１６１、第二電極体１６２などが、容器
１００の容器本体１１１の内方に収容される。そして、容器本体１１１と蓋体１１０とが
溶接などによって接合され、容器本体１１１の内部が密封されることで、蓄電素子１０が
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製造される。
【０１４８】
　以上のように、本発明の実施の形態に係る蓄電素子１０によれば、１つ以上の電極体（
第一電極体１６１及び第二電極体１６２）に接続される複数の電極体接続部（外側電極体
接続部１４２、１４３及び内側電極体接続部１４４、１４５）のうちのいずれかの電極体
接続部と、正極端子２００と電気的に接続される端子接続部１４１とに接続され、当該電
極体接続部と端子接続部１４１との接続強度を補強する補強部１４６、１４７を有する正
極集電体１４０を有している。ここで、正極集電体１４０に電極体を吊り下げた場合には
、振動や衝撃などによって、電極体に接続される電極体接続部と正極端子２００に接続さ
れる端子接続部１４１との接続箇所に過大な負荷がかかると、正極集電体１４０が変形し
たり、当該接続箇所が損傷したりしてしまう虞がある。しかしながら、蓄電素子１０が有
する正極集電体１４０は、補強部１４６、１４７によって、電極体接続部と端子接続部１
４１との接続強度が補強されているため、電極体を吊り下げていても、正極集電体１４０
が変形したり、電極体接続部と端子接続部１４１との接続箇所が損傷したりするのを抑制
することができる。このため、蓄電素子１０によれば、電極体を正極集電体１４０から吊
り下げる構成において、耐振動性または耐衝撃性を向上させることができる。
【０１４９】
　また、正極集電体１４０は、１つの電極体の正極または負極に２つの電極体接続部が接
続されているため、１つの電極体を２つの電極体接続部で保持することとなり、１つの電
極体を１つの電極体接続部で保持するよりも強度が向上する。このため、蓄電素子１０に
よれば、複数の電極体を正極集電体１４０から吊り下げる構成において、耐振動性または
耐衝撃性を向上させることができる。
【０１５０】
　また、１つの電極体に接続される２つの電極体接続部は、端子接続部１４１との接続強
度が異なるように形成されている。ここで、当該２つの電極体接続部ともに端子接続部１
４１との接続強度を強くした場合には、電極体と正極集電体１４０との接合部位に応力が
かかり、電極体の箔破れが生じる虞がある。一方、２つの電極体接続部ともに端子接続部
１４１との接続強度を弱くした場合には、正極集電体１４０が電極体接続部と端子接続部
１４１との接続箇所で曲がってしまう虞がある。このため、２つの電極体接続部のうちの
一方の電極体接続部と端子接続部１４１との接続強度を強く、他方の電極体接続部と端子
接続部１４１との接続強度を弱くすることでバランスがとれ、電極体の箔破れや正極集電
体１４０の変形を抑制することができる。また、外部から強い衝撃がかかった場合には、
接続強度の強い側で正極集電体１４０が変形するのを抑制し、接続強度の弱い側に衝撃の
力を逃がすことができる。
【０１５１】
　また、正極集電体１４０は、最も外側の電極体接続部と端子接続部１４１との接続強度
が、他の電極体接続部と端子接続部１４１との接続強度よりも大きくなるように形成され
ている。このため、最も負荷のかかる外側における当該接続強度を大きくすることで、正
極集電体１４０の強度を向上させることができるため、変形や損傷を抑制し、耐振動性ま
たは耐衝撃性を向上させることができる。
【０１５２】
　また、正極集電体１４０は、１つの電極体を２つの電極体接続部で保持するとともに、
当該２つの電極体接続部のうちの少なくとも１つの電極体接続部に、補強部１４６、１４
７が接続されている。このため、正極集電体１４０の強度を向上させることができるため
、変形や損傷を抑制することができる。
【０１５３】
　また、正極集電体１４０は、複数の電極体接続部のうちの最も外側の電極体接続部に補
強部１４６、１４７が接続されている。このため、最も負荷のかかる外側に補強部１４６
、１４７を形成することで、正極集電体１４０の強度を向上させることができるため、変
形や損傷を抑制することができる。また、補強部１４６、１４７の加工を外側から行うこ
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とができるため、補強部１４６、１４７を容易に形成することができる。
【０１５４】
　また、正極集電体１４０は、端子接続部１４１の側面と最も外側の電極体接続部とに補
強部１４６、１４７が接続されている。このため、電極体接続部を端子接続部１４１に強
固に固定することができるため、変形や損傷を抑制することができる。
【０１５５】
　また、正極集電体１４０は、電極体接続部の電極体との接続部分の厚みが薄くなるよう
に形成されているため、電極体に電極体接続部を電極体接続部側から溶接等で接合する場
合において、電極体に電極体接続部を容易に接合することができる。
【０１５６】
　また、正極集電体１４０において、２つの電極体接続部を連結する連結部１４８が、２
つの電極体の間に配置されている。つまり、異なる２つの電極体に接続される２つの電極
体接続部を連結部１４８で連結する。これにより、当該２つの電極体同士が振動などで揺
れる場合にも、当該２つの電極体接続部同士が揺れるのを抑制し、当該２つの電極体接続
部の強度を向上させることができるため、正極集電体１４０が変形したり損傷したりする
のを抑制することができる。
【０１５７】
　また、蓄電素子１０は、正極集電体１４０の一部と当接することで正極集電体１４０の
移動を規制するスペーサ４００を備えているため、正極集電体１４０が振動や衝突時の衝
撃などによって揺れるのを、スペーサ４００が抑制する。これにより、蓄電素子１０によ
れば、複数の電極体を正極集電体１４０から吊り下げる構成においても、スペーサ４００
が正極集電体１４０の揺れを抑えることができるため、正極集電体１４０が変形したり損
傷したりするのを抑制し、耐振動性または耐衝撃性を向上させることができる。
【０１５８】
　また、スペーサ４００が有する、正極集電体１４０の移動を規制するための第一規制部
分４１３は、電極体に向けて突出して形成されているため、第一規制部分４１３によって
スペーサ４００の強度を補強することができる。このため、第一規制部分４１３によって
スペーサ４００の強度を補強しつつ正極集電体１４０の揺れを抑えることができるため、
正極集電体１４０が変形したり損傷したりするのを抑制することができる。
【０１５９】
　また、スペーサ４００の第一規制部分４１３は、隣り合う２つの電極体の間に配置され
るように構成されているため、第一規制部分４１３を当該２つの電極体の間に配置するこ
とで、スペーサ４００を電極体に対して位置決めすることができる。
【０１６０】
　また、スペーサ４００は、正極集電体１４０の隣り合う２つの電極体接続部を連結する
連結部１４８と当接することで、正極集電体１４０の移動を規制する。このため、スペー
サ４００と正極集電体１４０の一部とを簡易に当接させることができるため、簡易な構成
で、正極集電体１４０が変形したり損傷したりするのを抑制することができる。
【０１６１】
　また、第一規制部分４１３は、連結部１４８の電極体側に第一突起部４１３ｂを有して
いるため、連結部１４８が電極体側に移動するのを規制することができる。このため、第
一突起部４１３ｂによって、正極集電体１４０が電極体側に移動するのを規制することが
できる。
【０１６２】
　また、スペーサ４００は、正極集電体１４０の内側電極体接続部１４４、１４５と当接
することで正極集電体１４０の移動を規制する内側規制部分４１４を有するため、内側規
制部分４１４によってスペーサ４００と正極集電体１４０の一部とを簡易に当接させるこ
とができる。このため、簡易な構成で、正極集電体１４０が変形したり損傷したりするの
を抑制することができる。
【０１６３】
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　また、スペーサ４００の内側規制部分４１４は、電極体に向けて突出して形成されてい
るため、内側規制部分４１４によってスペーサ４００の強度を補強することができる。こ
のため、内側規制部分４１４によってスペーサ４００の強度を補強しつつ正極集電体１４
０の揺れを抑えることができるため、正極集電体１４０が変形したり損傷したりするのを
抑制することができる。
【０１６４】
　また、スペーサ４００は、正極集電体１４０の外側電極体接続部１４２、１４３と当接
することで正極集電体１４０の移動を規制する外側規制部分４２１、４３１を有するため
、外側規制部分４２１、４３１によってスペーサ４００と正極集電体１４０の一部とを簡
易に当接させることができる。このため、簡易な構成で、正極集電体１４０が変形したり
損傷したりするのを抑制することができる。
【０１６５】
　また、スペーサ４００の一端部が容器１００の底面部に直接または間接的に当接してい
るため、スペーサ４００が容器１００内で揺れるのを抑制することができる。そして、容
器１００に対するスペーサ４００の移動が規制されれば、容器１００に対する正極集電体
１４０の移動も規制されるため、正極集電体１４０が容器１００内で揺れるのを抑制する
ことができる。
【０１６６】
　また、蓄電素子１０において、正極集電体１４０の側方に配置されたスペーサ４００と
容器１００に固定された固定部材との少なくとも一方は、他方と係合することで、容器１
００に対する第一方向へのスペーサ４００の移動を規制する突起部（第二突起部４１１、
４１２及び係合部１２２ａ、１２２ｂ）を有している。このため、当該突起部によって、
容器１００に対する第一方向へのスペーサ４００の移動が規制されるため、スペーサ４０
０の側方に配置された正極集電体１４０が振動や衝突時の衝撃などによって第一方向へ揺
れるのを、スペーサ４００が抑制することができる。これにより、蓄電素子１０によれば
、複数の電極体を正極集電体１４０から吊り下げる構成においても、スペーサ４００が正
極集電体１４０の揺れを抑えることができるため、正極集電体１４０が変形したり損傷し
たりするのを抑制し、耐振動性または耐衝撃性を向上させることができる。
【０１６７】
　また、容器１００に固定された固定部材として、正極集電体１４０と容器１００とを絶
縁する絶縁部材１２０を用いることができるため、簡易な構成で、容器１００に対するス
ペーサ４００の移動を規制することができる。
【０１６８】
　また、スペーサ４００と絶縁部材１２０とが着脱可能に構成されているため、簡易な構
成で、スペーサ４００を絶縁部材１２０に配置することができる。
【０１６９】
　また、スペーサ４００の第二突起部４１１、４１２と絶縁部材１２０の係合部１２２ａ
、１２２ｂとが係合することでスペーサ４００の第一方向への移動を規制するため、簡易
な構成で、容器１００に対するスペーサ４００の移動を規制することができる。
【０１７０】
　また、スペーサ４００の第二突起部４１１、４１２を、絶縁部材１２０の係合部１２２
ａ、１２２ｂと正極集電体１４０との間に着脱可能に配置する構成とすることで、簡易な
構成で、容器１００に対するスペーサ４００の移動をさらに規制することができる。
【０１７１】
　なお、絶縁部材１２０、正極集電体１４０及びスペーサ４００と、絶縁部材１３０、負
極集電体１５０及びスペーサ５００とは、同様の構成を有するため、絶縁部材１３０、負
極集電体１５０及びスペーサ５００についても、上記の絶縁部材１２０、正極集電体１４
０及びスペーサ４００についての効果と同様の効果を奏する。
【０１７２】
　（変形例１）
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　次に、上記実施の形態の変形例１について、説明する。
【０１７３】
　図１５は、本発明の実施の形態の変形例１に係る正極集電体１７０を正面（Ｘ軸方向マ
イナス側）から見た場合の正面図である。
【０１７４】
　同図に示すように、正極集電体１７０は、端子接続部１７１、外側電極体接続部１７２
、１７３と、内側電極体接続部１７４、１７５と、補強部１７６、１７７と、連結部１７
８とを有している。ここで、端子接続部１７１、補強部１７６、１７７及び連結部１７８
は、上記実施の形態の正極集電体１４０における端子接続部１４１、補強部１４６、１４
７及び連結部１４８と同様の構成を有するため、説明は省略する。
【０１７５】
　外側電極体接続部１７２及び１７３は、先端が外方に向けて曲がった先端部１７２ａ及
び１７３ａを有している。つまり、外側電極体接続部１７２は、先端がＹ軸方向プラス側
に向けて曲がった先端部１７２ａを有し、外側電極体接続部１７３は、先端がＹ軸方向マ
イナス側に向けて曲がった先端部１７３ａを有している。
【０１７６】
　具体的には、外側電極体接続部１７２及び１７３は、先端部１７２ａ及び１７３ａが、
スペーサ４００の外側規制部分４２１及び４３１の第三上面部４２１ａ及び４３１ａに向
けて曲がるように形成されている。
【０１７７】
　言い換えれば、外側電極体接続部１７２は、先端部１７２ａが、第二電極体１６２から
離れる方向に曲がっている構成を有し、外側電極体接続部１７３は、先端部１７３ａが、
第一電極体１６１から離れる方向に曲がっている構成を有している。これにより、先端部
１７２ａ及び１７３ａが外側規制部分４２１、４３１と当接することで、正極集電体１４
０の第二方向（Ｚ軸方向）への移動を規制する。
【０１７８】
　また、内側電極体接続部１７４及び１７５は、先端が内方に向けて曲がった先端部１７
４ａ及び１７５ａを有している。つまり、内側電極体接続部１７４は、先端がＹ軸方向マ
イナス側に向けて曲がった先端部１７４ａを有し、内側電極体接続部１７５は、先端がＹ
軸方向プラス側に向けて曲がった先端部１７５ａを有している。
【０１７９】
　具体的には、内側電極体接続部１７４及び１７５は、先端部１７４ａ及び１７５ａが、
スペーサ４００の内側規制部分４１４の第二上面部４１４ａ及び４１４ｂに向けて曲がる
ように形成されている。
【０１８０】
　言い換えれば、内側電極体接続部１７４は、先端部１７４ａが、第二電極体１６２から
離れる方向に曲がっている構成を有し、内側電極体接続部１７５は、先端部１７５ａが、
第一電極体１６１から離れる方向に曲がっている構成を有している。これにより、先端部
１７４ａ及び１７５ａが内側規制部分４１４の第二上面部４１４ａ及び４１４ｂと当接す
ることで、正極集電体１７０の第二方向（Ｚ軸方向）への移動を規制する。
【０１８１】
　これらのように、正極集電体１７０は、電極体接続部の先端部が、電極体から離れる方
向に曲がっている構成を有している。つまり、外側電極体接続部１７２及び内側電極体接
続部１７４は、先端部１７２ａ及び１７４ａが、第二電極体１６２から離れる方向に曲が
っている構成を有し、外側電極体接続部１７３及び内側電極体接続部１７５は、先端部１
７３ａ及び１７５ａが、第一電極体１６１から離れる方向に曲がっている構成を有してい
る。
【０１８２】
　以上のように、本発明の実施の形態の変形例１に係る蓄電素子によれば、上記実施の形
態と同様の効果を奏する。特に、外側電極体接続部１７２及び１７３が第三上面部４２１
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ａ及び４３１ａの真上に配置されない場合でも、外側電極体接続部１７２及び１７３の先
端部１７２ａ及び１７３ａを第三上面部４２１ａ及び４３１ａの真上に配置させることが
できる。また、内側電極体接続部１７４及び１７５が第二上面部４１４ａ及び４１４ｂの
真上に配置されない場合でも、内側電極体接続部１７４及び１７５の先端部１７４ａ及び
１７５ａを第二上面部４１４ａ及び４１４ｂの真上に配置させることができる。
【０１８３】
　このため、正極集電体１７０の外側電極体接続部１７２、１７３は、外側規制部分４２
１、４３１に向けて曲がるように形成された先端部１７２ａ、１７３ａで外側規制部分４
２１、４３１と当接することで、簡易にスペーサ４００に当接することができる。このた
め、簡易な構成で、正極集電体１７０が変形したり損傷したりするのを抑制し、耐振動性
または耐衝撃性を向上させることができる。
【０１８４】
　また、正極集電体１７０の内側電極体接続部１７４、１７５は、内側規制部分４１４に
向けて曲がるように形成された先端部１７４ａ、１７５ａで内側規制部分４１４と当接す
ることで、簡易にスペーサ４００に当接することができる。このため、簡易な構成で、正
極集電体１７０が変形したり損傷したりするのを抑制し、耐振動性または耐衝撃性を向上
させることができる。
【０１８５】
　また、負極集電体１５０についても、同様の構成にすることができる。
【０１８６】
　（変形例２）
　次に、上記実施の形態の変形例２について、説明する。
【０１８７】
　図１６は、本発明の実施の形態の変形例２に係る正極集電体１８０の構成を示す斜視図
である。また、図１７は、本発明の実施の形態の変形例２に係る正極集電体１８０を正面
（Ｘ軸方向マイナス側）から見た場合の正面図である。また、図１８は、本発明の実施の
形態の変形例２に係る正極集電体１８０が第一電極体１６１及び第二電極体１６２に接続
されている構成を示す断面図である。
【０１８８】
　これらの図に示すように、正極集電体１８０は、端子接続部１８１、外側電極体接続部
１８２、１８３と、内側電極体接続部１８４、１８５と、補強部１８６、１８７と、連結
部１８８とを有している。ここで、端子接続部１８１、補強部１８６、１８７及び連結部
１８８は、上記実施の形態の正極集電体１４０における端子接続部１４１、補強部１４６
、１４７及び連結部１４８と同様の構成を有するため、説明は省略する。
【０１８９】
　外側電極体接続部１８２と内側電極体接続部１８４とは、端子接続部１８１側とは反対
側の方が間隔が狭くなるように形成されている。つまり、外側電極体接続部１８２と内側
電極体接続部１８４との間隔は、端子接続部１８１側の間隔Ｄ５よりも、端子接続部１８
１側とは反対側の間隔Ｄ６の方が狭くなるように形成されている。
【０１９０】
　また、同様に、外側電極体接続部１８３と内側電極体接続部１８５とは、端子接続部１
８１側とは反対側の方が間隔が狭くなるように形成されている。つまり、外側電極体接続
部１８３と内側電極体接続部１８５との間隔は、端子接続部１８１側の間隔よりも、端子
接続部１８１側とは反対側の間隔の方が狭くなるように形成されている。
【０１９１】
　このように、１つの電極体に接続される２つの電極体接続部は、端子接続部１８１側と
は反対側の方が間隔が狭くなるように形成されている。つまり、当該２つの電極体接続部
は、正極端子２００側よりも電極体側の方が間隔が狭くなるように形成されている。
【０１９２】
　以上のように、本発明の実施の形態の変形例２に係る蓄電素子によれば、上記実施の形
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態と同様の効果を奏する。負極集電体１５０についても、同様の構成にすることができる
。
【０１９３】
　特に、正極集電体１８０は、１つの電極体に接続される２つの電極体接続部が、端子接
続部１８１側とは反対側（電極体との接続部分）の方が間隔が狭くなるように形成されて
いる。ここで、当該２つの電極体接続部のそれぞれは、電極体の金属箔が積層された中心
位置で接合されるのが好ましいが、当該２つの電極体接続部の間隔が２つの金属箔の積層
中心の間隔よりも広い場合がある。この場合には、当該２つの電極体接続部の間隔が狭く
なるように形成することで、図１８に示すように、当該２つの電極体接続部のそれぞれを
、電極体の金属箔が積層された中心位置で接合されることができる。つまり、電極体の金
属箔を束ねた場合に、端部１６２ｂ、１６１ａをＹ軸方向の中心位置に配置して、外側電
極体接続部１８２、１８３と接合させることができる。これにより、正極集電体１８０を
電極体に適切に接続することができる。
【０１９４】
　また、外側電極体接続部１８２及び１８３の間隔を狭くすることができるため、第一電
極体１６１及び第二電極体１６２のＹ軸方向への広がりを抑制し、第一電極体１６１及び
第二電極体１６２を、容器１００の容器本体１１１に容易に挿入することができる。
【０１９５】
　なお、本変形例２においては、電極体接続部の厚みは変化しないように図示しているが
、上記実施の形態と同様に、複数の電極体接続部のうちの少なくとも１つの電極体接続部
が、電極体との接続部分において、厚みが薄くなるように形成されている構成であっても
かまわない。
【０１９６】
　（変形例３）
　次に、上記実施の形態の変形例３について、説明する。
【０１９７】
　図１９は、本発明の実施の形態の変形例３に係る正極集電体１９０を正面（Ｘ軸方向マ
イナス側）から見た場合の正面図である。
【０１９８】
　同図に示すように、正極集電体１９０は、端子接続部１９１、外側電極体接続部１９２
、１９３と、内側電極体接続部１９４、１９５と、補強部１９６、１９７と、連結部１９
８とを有している。ここで、端子接続部１９１、補強部１９６、１９７及び連結部１９８
は、上記実施の形態の正極集電体１４０における端子接続部１４１、補強部１４６、１４
７及び連結部１４８と同様の構成を有するため、説明は省略する。
【０１９９】
　ここで、外側電極体接続部１９２と内側電極体接続部１９４とは、間隔が同じになるよ
うに形成されており、外側電極体接続部１９３と内側電極体接続部１９５とも、間隔が同
じになるように形成されている。また、内側電極体接続部１９４と内側電極体接続部１９
５とは、端子接続部１９１側とは反対側の方が間隔が狭くなるように形成されている。つ
まり、内側電極体接続部１９４と内側電極体接続部１９５との間隔は、端子接続部１９１
側の間隔Ｄ７よりも、端子接続部１９１側とは反対側の間隔Ｄ８の方が狭くなるように形
成されている。
【０２００】
　以上のように、本発明の実施の形態の変形例３に係る蓄電素子によれば、上記実施の形
態と同様の効果を奏する。特に、２つの内側電極体接続部同士の間隔を狭くした場合に、
正極集電体１９０を電極体に適切に接続することができる場合に、有効である。なお、本
変形例３においても、複数の電極体接続部のうちの少なくとも１つの電極体接続部が、電
極体との接続部分において、厚みが薄くなるように形成されている構成であってもかまわ
ない。負極集電体１５０についても、同様の構成にすることができる。
【０２０１】
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　（変形例４）
　次に、上記実施の形態の変形例４について、説明する。
【０２０２】
　図２０は、本発明の実施の形態の変形例４に係る正極集電体２４０の構成を示す斜視図
である。
【０２０３】
　同図に示すように、正極集電体２４０は、端子接続部２４１、外側電極体接続部２４２
、２４３と、内側電極体接続部２４４、２４５と、補強部２４６、２４７と、連結部２４
８とを有している。ここで、端子接続部２４１、外側電極体接続部２４２、２４３、内側
電極体接続部２４４、２４５、及び補強部２４６、２４７は、上記実施の形態の正極集電
体１４０における端子接続部１４１、外側電極体接続部１４２、１４３、内側電極体接続
部１４４、１４５、及び補強部１４６、１４７と同様の構成を有するため、説明は省略す
る。
【０２０４】
　連結部２４８は、ビード部２４９を有している。具体的には、ビード部２４９は、連結
部２４８の強度を高めるために、連結部２４８に形成された補強部である。つまり、補強
部２４６、２４７が配置されている外側電極体接続部２４２、２４３に比べ、内側電極体
接続部２４４、２４５の方が端子接続部２４１との接続強度が低くなるため、内側と外側
との接続強度の差が大きい場合には、例えば、ビード部２４９を設けることで、接続強度
の差を調整することができる。
【０２０５】
　このように、連結部２４８は、内側電極体接続部２４４、２４５と端子接続部２４１と
に接続され、内側電極体接続部２４４、２４５と端子接続部２４１との接続強度を補強す
る補強部としての役割を担う。
【０２０６】
　ここで、ビード部２４９は、連結部２４８の中央部分において上下方向（Ｚ軸方向）に
延び、かつ、正極集電体２４０の内側（Ｘ軸方向マイナス側）に突出するように形成され
ている。つまり、ビード部２４９は、連結部２４８の外側（Ｘ軸方向プラス側）の面は凹
形状を有し、連結部２４８の内側（Ｘ軸方向マイナス側）の面は凸形状を有するビードに
よって形成されている。
【０２０７】
　なお、ビード部２４９は、連結部２４８の外側（Ｘ軸方向プラス側）の面が凸形状を有
し、連結部２４８の内側（Ｘ軸方向マイナス側）の面が凹形状を有するビードによって形
成されている構成でもかまわない。また、ビード部２４９は、一方の面が凸形状を有する
のみであり、他方の面は凹形状を有することなく平面形状である構成でもかまわない。
【０２０８】
　以上のように、本発明の実施の形態の変形例４に係る蓄電素子によれば、上記実施の形
態と同様の効果を奏する。特に、連結部２４８がビード部２４９を有しているため、正極
集電体２４０の強度を向上させることができ、耐振動性または耐衝撃性を向上させること
ができる。負極集電体１５０についても、同様の構成にすることができる。
【０２０９】
　（変形例５）
　次に、上記実施の形態の変形例５について、説明する。
【０２１０】
　図２１は、本発明の実施の形態の変形例５に係る蓄電素子１１の構成を模式的に示す図
である。なお、同図では、容器本体１１１を透視して、容器１００の内部をＹ軸方向マイ
ナス側から見た場合の平面図を示している。
【０２１１】
　同図に示すように、本変形例に係る蓄電素子１１は、上記実施の形態における蓄電素子
１０の構成要素に加えて、底面スペーサ６００を備えている。なお、その他の構成につい
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ては、上記実施の形態における蓄電素子１０と同様の構成を有するため、詳細な説明は省
略する。
【０２１２】
　底面スペーサ６００は、容器１００の底面部（容器本体１１１の底面部）に配置される
平板状の絶縁部材であり、電極体を介して対向する２つの側面スペーサであるスペーサ４
００及び５００の下方に配置されている。具体的には、底面スペーサ６００は、スペーサ
４００のスペーサ底面部４４０と、スペーサ５００のスペーサ底面部５４０とに接続され
ており、スペーサ底面部４４０とスペーサ底面部５４０とを連結している。
【０２１３】
　つまり、底面スペーサ６００が、スペーサ底面部４４０とスペーサ底面部５４０とに固
定されることで、電極体を介して対向する２つのスペーサ４００と５００とが、容器１０
０の底面部側で連結されている。
【０２１４】
　例えば、スペーサ４００及び５００を、電極体の両側から正極集電体１４０及び負極集
電体１５０に取り付けた後に、底面スペーサ６００をスペーサ底面部４４０とスペーサ底
面部５４０とに固定することで、蓄電素子１１を製造することができる。
【０２１５】
　なお、底面スペーサ６００とスペーサ底面部４４０及びスペーサ底面部５４０との固定
方法は、嵌合、溶接、溶着、接着、ネジ止めなど、どのようなものであってもかまわない
。また、底面スペーサ６００の形状は、特に限定されず、棒状などであってもかまわない
。また、底面スペーサ６００の材質についても、絶縁性の材料であれば特に限定されない
。
【０２１６】
　また、底面スペーサ６００は、スペーサ４００及び５００を容器１００の底面部側で連
結していればよく、スペーサ底面部４４０及び５４０に固定されることには限定されない
。つまり、例えばスペーサ４００及び５００がスペーサ底面部４４０及び５４０を有して
いない等の場合には、底面スペーサ６００は、スペーサ４００及び５００の下端部に固定
される構成でもよい。
【０２１７】
　以上のように、本発明の実施の形態の変形例５に係る蓄電素子１１によれば、上記実施
の形態と同様の効果を奏する。特に、電極体を介して対向する２つのスペーサ４００及び
５００が、容器１００の底面部側で連結されているため、蓄電素子１１に外部から振動や
衝撃が加わった際でも、耐振動性または耐衝撃性を向上させることができる。
【０２１８】
　以上、本発明の実施の形態及びその変形例に係る蓄電素子について説明したが、本発明
は、上記実施の形態及びその変形例に限定されるものではない。つまり、今回開示された
実施の形態及びその変形例は全ての点で例示であって制限的なものではないと考えられる
べきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲によって示され、特
許請求の範囲と均等の意味及び範囲内での全ての変更が含まれることが意図される。
【０２１９】
　例えば、上記実施の形態及びその変形例では、補強部は、１つの電極体に接続される２
つの電極体接続部のうちの一方の電極体接続部に接続されていることとしたが、２つの電
極体接続部の双方に接続される２つの補強部が配置されていることにしてもよい。つまり
、内側電極体接続部と端子接続部とに接続された補強部も配置されていることにしてもよ
い。
【０２２０】
　また、上記実施の形態及びその変形例では、補強部は、外側電極体接続部に接続されて
いることとしたが、外側電極体接続部に代えて、内側電極体接続部に接続されていること
にしてもよい。
【０２２１】
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　また、上記実施の形態及びその変形例では、補強部は、端子接続部の側面と外側電極体
接続部とに接続されていることとしたが、例えば端子接続部の裏面と外側電極体接続部と
に接続されていることにしてもよい。
【０２２２】
　また、上記実施の形態及びその変形例では、集電体の連結部は、隣り合う２つの電極体
の間に配置されることとしたが、連結部の位置は、電極体の側方などでもよく、２つの電
極体の間に配置されることには限定されない。
【０２２３】
　また、上記実施の形態及びその変形例では、スペーサの第一規制部分は、隣り合う２つ
の電極体の間に配置されることとしたが、第一規制部分の位置は、電極体の側方などでも
よく、２つの電極体の間に配置されることには限定されない。
【０２２４】
　また、上記実施の形態及びその変形例では、集電体と電極端子とは接続部によるかしめ
によって接続されていることとしたが、接続部による接続方法はかしめには限定されず、
どのような方法によって接続されていてもよい。
【０２２５】
　また、上記実施の形態及びその変形例では、蓄電素子は２つの電極体を備えていること
としたが、蓄電素子は１つの電極体しか備えていないことにしてもよいし、３つ以上の電
極体を備えていることにしてもよい。つまり、蓄電素子は、１つ以上の電極体を備えてい
ればよく、集電体が有する複数の電極体接続部は、当該１つ以上の電極体に接続されてい
ればよい。
【０２２６】
　例えば、１つの電極体しか備えていない蓄電素子の場合のスペーサの一例を、図２２に
示す。図２２は、本発明の実施の形態の他の変形例に係るスペーサ４０１の構成を示す斜
視図である。
【０２２７】
　同図に示すように、本変形例に係るスペーサ４０１は、上記実施の形態におけるスペー
サ４００の第一規制部分４１３、内側規制部分４１４、及び規制部側方配置部４１５、４
１６、４１７に代えて、突出部４１７を備えている。つまり、本変形例に係る蓄電素子は
１つの電極体しか備えていないため、１つの集電体は２本の電極体接続部しか有していな
い。このため、スペーサ４０１は、当該２本の電極体接続部と当接することで集電体の移
動を規制する第二規制部分としての外側規制部分４２１、４３１は有しているが、第一規
制部分４１３及び内側規制部分４１４は有していない。
【０２２８】
　具体的には、外側規制部分４２１及び４３１は、上記実施の形態と同様に、電極体に向
けて突出して形成されており、第三上面部４２１ａ及び４３１ａが正極集電体の２本の電
極体接続部の先端部と当接（係合）することで正極集電体の第二方向（電極体接続部の長
手方向、Ｚ軸方向）への移動を規制する第二規制部分である。これにより、スペーサ４０
１が正極集電体の揺れを抑えることができるため、正極集電体が変形したり損傷したりす
るのを抑制し、耐振動性または耐衝撃性を向上させることができる。
【０２２９】
　このように、本変形例では、蓄電素子が１つの電極体しか備えていない場合を例示して
、スペーサが、第一規制部分を有することなく第二規制部分を有している構成を示したが
、スペーサは、第二規制部分を有することなく第一規制部分を有している構成としてもよ
い。つまり、例えば蓄電素子が２つ以上の電極体を備えている場合に、第二規制部分を有
することなく第一規制部分を有しているスペーサを配置することで、集電体の揺れを抑え
ることができ、耐振動性または耐衝撃性を向上させることができる。
【０２３０】
　また、上記実施の形態及びその変形例では、集電体の２つの電極体接続部が１つの電極
体に接続されることとしたが、１つの電極体に接続される電極体接続部の数は限定されず
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、１つであってもよいし、３つ以上であってもかまわない。
【０２３１】
　また、上記実施の形態及びその変形例では、第二方向はＺ軸方向であることとしたが、
第二方向は第一方向（Ｘ軸方向）と交差する方向であればよい。つまり、第二方向はＹ軸
方向であってもよいし、その他のＸ軸方向と交差する方向であってもかまわない。
【０２３２】
　また、上記実施の形態及びその変形例では、負極集電体は、正極集電体と同様の構成を
有していることとしたが、上記の構成を有するのは正極集電体のみであってもよい。また
は、負極集電体のみが上記の構成を有することにしてもかまわない。
【０２３３】
　また、上記実施の形態及びその変形例では、容器に固定された固定部材は、集電体と容
器とを絶縁する絶縁部材であることとしたが、固定部材は、容器に固定された部材であれ
ばよく、当該絶縁部材には限定されない。
【０２３４】
　また、上記実施の形態及び上記変形例を任意に組み合わせて構築される形態も、本発明
の範囲内に含まれる。例えば、上記変形例２または３に、変形例１に係る変形を施したり
、上記変形例１～３に、変形例４に係る変形を施したり、上記変形例１～４に、変形例５
に係る変形を施したりしてもかまわない。また、本発明は、上記のような蓄電素子として
実現することができるだけでなく、蓄電素子が備える集電体、スペーサまたは絶縁部材と
しても実現することができる。
【産業上の利用可能性】
【０２３５】
　本発明は、リチウムイオン二次電池などの蓄電素子等に適用できる。
【符号の説明】
【０２３６】
　１０、１１　蓄電素子
　１００　容器
　１１０　蓋体
　１１０ａ、１１０ｂ　貫通孔
　１１１　容器本体
　１２０、１３０　絶縁部材
　１２０ａ、１３０ａ　開口部
　１２１　絶縁部材本体部
　１２２　絶縁部材壁部
　１２２ａ、１２２ｂ　係合部
　１４０、１７０、１８０、１９０、２４０　正極集電体
　１４０ａ、１５０ａ　開口部
　１４１、１７１、１８１、１９１、２４１　端子接続部
　１４２、１４３、１７２、１７３、１８２、１８３、１９２、１９３、２４２、２４３
　外側電極体接続部
　１４４、１４５、１７４、１７５、１８４、１８５、１９４、１９５、２４４、２４５
　内側電極体接続部
　１４６、１４７、１７６、１７７、１８６、１８７、１９６、１９７、２４６、２４７
　補強部
　１４８、１７８、１８８、１９８、２４８　連結部
　１５０　負極集電体
　１６０ａ、１６０ｂ、１６１ａ、１６１ｂ、１６２ａ、１６２ｂ　端部
　１６１　第一電極体
　１６２　第二電極体
　１６３　絶縁フィルム
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　１７２ａ、１７３ａ、１７４ａ、１７５ａ　先端部
　２００　正極端子
　２１０、３１０　接続部
　２４９　ビード部
　３００　負極端子
　４００、４０１、５００　スペーサ
　４１０　スペーサ本体部
　４１１、４１２　第二突起部
　４１３　第一規制部分
　４１３ａ　第一上面部
　４１３ｂ　第一突起部
　４１４　内側規制部分
　４１４ａ、４１４ｂ　第二上面部
　４１５、４１６　規制部側方配置部
　４１７　突出部
　４２０、４３０　スペーサ側壁部
　４２１、４３１　外側規制部分
　４２１ａ、４３１ａ　第三上面部
　４４０、５４０　スペーサ底面部
　６００　底面スペーサ
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